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電子基準点を利用した 

リアルタイム測位推進協議会 

第４回リアルタイム測位利用技術講習会を開催 

 

  平成 19 年 10 月 11 日(木)測量年金会館（東京

都新宿区）において当協議会の会員を対象とし

た「第 4 回リアルタイム測位利用技術講習会」

を開催いたしました。 
本講習会では、下山 泰志氏（国土地理院）の

基調講演並びに国土交通省の取り組みである道

路基準点整備事業や災害復興支援におけるリア

ルタイム測位の活用事例をご紹介していただき、

内容の充実した 2 時間となりました。 
講習会へ御来場できなかった会員のために、

講演者が内容を執筆してくださいましたので、

次ページ以降に掲載させていただきます。当協

議会の活動が、皆様方の事業活動に供すること

となれば幸いです。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

下山様ご講演の様子 

布施様ご講演の様子 

吉田様ご講演の様子 

講習会の様子 
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【基調講演】 

 
■「地理空間情報活用推進基本法関連の 
最近の動向と公共測量作業規程の改定につい

て」 
 

事務局で要旨を次のようにまとめました。下

山課長は、まず始めに基本法が目指す社会の将

来像について説明されました。 
 

行政の効率化・高度化

国・地方公共団体の枠を
超えた情報共有による

行政の効率化・高度化

・行政において地図が共有され
　れば行政の効率化及び経費
　削減。
・地図を使った電子申請が可能

　となり、申請側と受付側の業務
　の効率化。

基本法が目指す社会の将来像　

新産業・新サービスの創出

物流、福祉・介護、観光等
幅広い分野における経済活性化

・GPS付き携帯電話から現在位置を送信
　することで、イベント、天気予報等の情報

　を受け、おすすめのレストランを探し、
　予約まで可能。

・「要介護者のための外出支援ロボット」

　が可能。
・いる場所と時刻に対して「だけだけ 広告」
　（そこだけ、その人だけ広告）が可能。
・GPS付き携帯電話から救援信号を発す
　ると警備員が急行するサービスが可能。

GPS付き
携帯電話

外国での先進的な法制度例
・米国：国家空間データ基盤に
　関する大統領令（1994）

・韓国：国家地理情報体系の構築
　及び活用等に関する法律（2000）

電子申請

申請

国民生活の利便性の向上
（安全・安心の確保）

迅速・的確な災害対策、
ユニバーサル社会の実現

・災害弱者のデータをGISに入れて
　おけば、災害が発生した際に、
　救援が迅速化。

災害弱者への対応

○山△吉　　
足が不自由

要救助

□川×子
86歳　一人暮らし

要確認

ＧＩＳ

ＧＰＳ

 
また、基本法の重要な用語の定義について、

①地理空間情報（第二条）とは、空間上の特定

の地点又は区域の位置を示す情報及び前号の情

報に関連付けられた情報、②基盤地図情報（第

二条）とは、地理空間情報のうち、電子地図上

における地理空間情報の位置を定めるための基

準となる測量の基準点、海岸線、公共施設の境

界線、行政区画その他の国土交通省令で定める

ものの位置情報（注）であって電磁的方式によ

り記録されたものである。と説明されました。

（（注）：国土交通省令で定める基準に適合する

ものに限る。） 
また、基盤地図情報の項目のイメージを示さ

れた。 
 

基盤地図情報の項目のイメージ

 
 

 
公共測量作業規程改訂のポイントについて、次

のように話されました。 
国土交通省公共測量作業規程の改定のポイント

（１）多様な測量作業方法の規定

前回の改定から年月が経過しており、最新の技術動向を反映する。

最近の改定作業　 ●平成８年　新しい 技術を反映した改定
●平成13年　省庁再編に伴う改定

●平成14年　世界測地系への移行に伴う改定

各種基準類

は補完的な

役割

・作業の効率化
・作業機関の能力に合わせた最適な作業が可能。
経済的効果も期待できる。

従来技術を規定

新技術的 用基準

○○町担当者
は、規程どおり
やってくれ、と言っ
てたから新方法
は採用してもら

えないなあ

設計技術者

現行の作業規程

新技術を含め、広範な技術を対
象として規定

改定後

課題

ＧＰＳ測量の新手法、航空レーザ測量、
デジタル写真測量等

 
解説：（１）これまで国土地理院で作成した新技

術関連の公共測量作業マニュアルの内容を反映

する。①RTK-GPS 測量及びネットワーク型

RTK-GPS 測量に関する現行の公共測量作業マ

ニュアルの内容を反映、②デジタルオルソ（正

射写真図データ）作成及び航空レーザ測量に関

する現行の公共測量作業マニュアルの内容を反

映。③デジタルカメラ及び GPS/IMU（GPS に

よる位置測定と、飛行機の傾きを検知する IMU
を用いて撮影位置・状態を把握する装置）を用

いた空中写真測量については、新たに盛り込む

予定。  
（２）新しい測量技術等、規程に定めのない測

量作業への対応を規定 
①測量計画機関は、使用する資料、機器、測量

方法等によれば精度を確保できることを、測量

作業機関から検証結果等に基づき確認するもの

とする。確認にあたっては、あらかじめ国土地

理院の長の意見を求める。 
②国土地理院が新しい測量技術による測量方法

等に関するマニュアルを定めた場合は、この確

認のための資料として使用することができる。 
 

国土交通省公共測量作業規程の改定のポイント
（２）測量成果の電子化の推進

現在の作業規程は紙地図・デジタル地図を並行した規定となっている

・情報共有の推進、行政の効率化

・合理的な意思決定の促進

アナログ地図作成
を並行して規定

印刷図はたくさんあっても・・・
　管理に困るし
　簡単に共有化もできないし
　修正も原版がないとだめだし・・
　
デジタル形式は、ものがみえない欠
点があるけれど、出力図として１部
用意しておけば問題ないな

現行の作業規程

デジタル地図が標準

膨大な管理からの開放　　GISでの統合利用の推進

インターネット上での公開　　　修正作業の効率化　
　

　改定後

課題

共 通

ﾃ ﾞー ﾀ
ﾍ ﾞー ｽ

解説：①成果を電子納品とする旨規定し、測量
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作業機関は、成果を、電子納品要領に基づき電

子データで提出する。 
②地形測量の定義を変更し、現行の定義「地形

図又は平面図を作成する作業」を、「数値地形デ

ータ等を作成する作業」に変更する。 
③平板測量に係る規定は削除の方向 
 

地理情報標準に基づき

•仕様書を作成
•品質の評価を実施
•メタデータ（当該成果の

作成主体、時期等を表す
データ）を作成

国土交通省公共測量作業規程の改定のポイント
（３）地理情報標準への対応

作成された地理空間情報の仕様（内容、項目、品質等）が十分明らかに整備さ
れておらず、当該地理空間情報が使用できるか否かが不明

・地理空間情報の内容、品質
等が簡単にわかり、相互利用
しやすい環境が加速。

現行の作業規程

改定の方針

課題

空間情報に関する共通のルール

　　特定のシステムに依存しないルール

　　　◆設計方法

　　　◆品質の考え方

　　　◆製品仕様書の書き方

　　　◆ファイル化のルール　　　　e.t.c

　　「地理情報標準」

JIS X 71**
シリーズ

JIS X 71**

シリーズ

JISにおける空間情報に

関する国内ルール

国内標準

ISO 191**シ
リーズ

ISO 191**シ
リーズ

ISOにおける空間情報

に関する国際ルール

国際標準

•情報の内容、
項目、品質の
記述の方法が、
成果の円滑な
共有化には不
十分

•メタデータ（当
該成果の作成
主体、時期等を
表すデータ）の
整備が不十分

解説：①製品仕様書の作成を規定し、測量計画

機関は、測量成果のデータの設計（取得項目、

属性等）を仕様書として作成する。 
②その他の地理情報標準への対応として、測量

計画機関は、測量成果の満たすべき品質の設定、

データフォーマットの定義、メタデータの作成

等の作業を明示する。（地理情報に関するクリア

リングハウスの拡充） 
 

基盤地図情報（位置の基準となる
情報）の基準

位置の基準となる電子地図情報として幅広い利用が期待
される基盤地図情報の円滑な整備が必要

国土交通省公共測量作業規程の改定のポイント
（４）基盤地図情報の整備の促進

・作業規程に基づく作業を行うことに
より、基盤地図情報の基準に合致す
るよう規定

○基盤地図情報の整備の効率化に寄与 ○基盤地図情報の利活用の推進に寄与

高い精度を有する基盤地図情報

の迅速な整備及び活用の推進

・各種公共測量の実施において、基盤
地図情報が最大限活用されるよう規定。

規程のとおりに作業
すれば基盤地図情報
になるから効率的だ

公
共
測
量
作
業
の
実
施

成
果
は
基
盤
地
図
情
報

品

質
管

理

　　　　　（検定等を含む）

基盤地図情報ＤＢ

高い精度の情報として
公共測量に積極活用

課題

 
・作業規程改定のその他のポイント（総則、基

準点関係） 
① 法令順守の規定の中に、個人情報の保護に

関する入念規定をおく。 
② 測量標等における IC タグ設置を規定 
③ 測量標で IC タグを設置することができる

こととし、方法を明示する。 
④ 基準点測量において、復元測量を規定する。 
 
・作業規程改定のその他のポイント（地形測量

関係） 

① 空中写真測量においては、数値地形データ

取得の工程を集約しデジタルマッピングと

して規定するなど、内容の整理を行う。 
② 2500 分の１レベルの出力図の図式につい

ては、修正・更新等に適切に対応するため、

地図情報レベル 2500 の図式を新たに追加。 
 
・ 作業規程改定のその他のポイント（応用測

量関係） 
① 河川測量の深浅測量で、音響測深機の性能

を測深精度に変更する。 
② 標杭の材質等については、実態に合わせて

改定する。 
・距離標、水準基標、用地境界杭に「プラス

チック」を追加。 
・杭の規格としては JIS 規格品を使用するこ

とを標準とする。 
③ 用地測量において、用語等、不動産登記法

との整合を図ることが適当なものがあれば、

適切に修正する(具体的には現在条文化作

業中で、個別に検討中)。 
④ 各種の主題図データ等作成のために、作業

規程を活用して行う方策を検討中。 
 
作業規程準則の改訂についても説明がされた。 

国土交通省公共測量作業規程の改定内容が多岐にわたり、今後各機関が行う
作業規程の改定作業も煩雑になる。基盤地図情報整備の促進も必要になること
等にも留意し、準則の改定が必要。

公共測量作業規程準則を改定し、公共
測量実施の効率化を図る

新技術・製品仕様の普及、基盤地図情報の
迅速な整備に寄与。

公共測量作業規程準則の改定について

今回の作業規程改訂について

・今回改正すべき事項には根幹となる技術事
項の改定も含まれる。

・特に地方公共団体の迅速な対応を促すこと
が急務

うちの市で規程の改定
を議論したらいつ終わ
るかわからない。全国
適用できる作業を示し
てほしいな。

・関係機関が準則を準用して作業を行うことが可能

公共測量作業規程準則は制定時（昭和26年）以
来、改定がされてお らず、現在の新技術等に対応

していない。

今回は準則をあわせて改定
（内容は国土交通省の作業規程と一本化）

課題

さらに、測量法改正の主要目的について、以下

の３点 
①国土地理院の整備する基本測量成果の円滑な

流通の推進 
②公共測量成果の円滑な流通への支援 
③測量成果のワンストップサービスの推進 
により、各種測量成果の相互活用の推進を図る

ものです。 
測量法改正のポイントとして次の３点を挙げま

した。 
① 国が保有する地図等のインターネットによ

る提供 
② 測量成果の複製承認に係る規制の合理化 
③ 測量成果のワンストップサービス 
以上が基調講演の要旨です。 
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●道路工事完成図等作成要領と 

道路基準点整備 

１．はじめに 

国土交通行政の IT 化が進む中で、CALS/EC

の分野では、国土交通省直轄工事において 2004

年度から全面的に工事完成図書等の電子納品を

開始している。これらは主に「情報交換」を目

的にした環境整備であったが、2006 年 3 月に発

表された「国土交通省 CALS/EC アクションプ

ログラム 2005」では、さらなるコスト縮減、品

質確保、及び事業執行の効率化を図るために、

「情報共有・連携」「業務プロセスの改善」を重

点的に取り組むこととした。 

そのような動きと関連し、特に道路分野での

円滑な運用を図るため、「道路工事完成図等作成

要領」（以下、本要領）が策定されるとともに（国

総研資料第 331 号）、2006 年 8 月に地方整備局

に対して対象工事での全面適用の旨、通知され

た。 

これにより、道路工事完成時に標準化された

完成平面図データ蓄積の促進が期待されている。

収集された平面図データを有効活用するために、

平行して道路基準点整備も進められている

（図.1）。 

本稿では、道路工事完成図等作成要領、およ

び道路基準点整備の概略を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

図.1 道路基準点整備のイメージ 

２．道路工事完成図等作成要領の概要 

本要領は、道路工事によって生じる道路形状

の変化と詳細な諸元情報を確実に取得するとい

う観点から完成平面図と工事施設帳票の２つを

中心に、電子納品要領や CAD 製図基準などと

整合を図った上で作成方法・電子納品方法を示

したものである。特に、舗装工事を中心に必須

となる完成平面図（CAD データ）は、道路構造

の種類（車道部、交差点部など）や位置座標を

概観できるものであり、工事完成後の維持管理

段階でも道路管理用、民間利用の両側面から共

用性の高い基盤地図情報（道路基盤データと呼

ぶ）としても活用できるものである。 

本要領は、共通編（目的、用語の解説及び適

用工事等、全般に関する事項）、作成編（作成範

囲、対象施設等、完成図作成時に参照すべき事

項）、電子納品編（ファイル形式、レイヤ分類及

びチェック方法等、電子納品データ作成時に参

照すべき事項）の 3 編で構成される。 

本要領の適用工事は、道路工事の新設改良・

維持修繕とも供用開始に直接関係する舗装関係

の工事（新設道路の舗装工事、舗装工を含む道

路修繕工事）を必須とし、それ以外の工事は監

督職員と協議の上、決定するものとしている。 

完成平面図の作成は、発注図（紙図面や CAD

データ）を元に市販 CAD ソフトを用いて行う。

完成平面図では 29 種類の地物項目の作図を必

須とする。各地物の作図に用いる図形は、「点デ

ータ」「線データ」「面データ」の 3 種類とし、

「CAD 製図基準（案）」に準拠した上で、決め

られた作図ルールに則り作成する。 

完成平面図のファイル形式は、図形データに

任意の属性データを付与することができる 

SXF Ver.3.0（Scadec data eXchange Format）の仕

様に準拠している。 



 

 
 
 - 5 - 

３．道路基準点整備の概略 

道路管理の効率化、高度化の観点からの災害

情報、通行規制情報、図面情報、その他道路に

関わる現地情報を、迅速かつ均質に発信、蓄積、

管理をすることを目的に、共通的な基盤として、

キロポストに簡易な鋲（図.2）を設置するとと

もに、緯度・経度、標高を計測し、道路基準点

としての整備を進めている。 

 

 

 

 

図.2 道路基準点 

 

その利用イメージとして、以下の事項が挙げ

られる（図.3）。 

1) KP を通じて、簡便に現地情報を発信 

2) 工事完成図、住宅地図等、異なる主体の図 

面の重畳・標定のための共通基盤として利用。 

3) 道路関連 DB の連携等のキーとして活用。 

 

 

 

 

 

 

図.3 道路基準点の利用イメージ 

 

道路基準点整備においては、道路基準点の緯

度・経度、標高の計測データ、設置箇所周辺の

全景写真、地点標位置図データ、関連する道路

台帳附図等の写しのスキャンデータ等を取得す

る。緯度・経度、標高の取得には、「ネットワー

ク型 RTK-GPS を利用する公共測量作業マニュ

アル（案）」に基づき計測を行うこととしている。

その位置精度は、公共測量作業規程を参考とし、

緯度・経度で 7,8cm（1/250 レベル）、標高で 10

～20cm 程度の誤差としている。 

さらに、イノベーション事業の流れを勘案し、

道路基準点には、IC タグを付与している。IC

タグの仕様としては、13.56MHz を設定してい

るため、通信距離は長くはないが、現地での情

報通信が可能となっている。当面は、現地でタ

グに記載された情報の読み取りに利用されるが、

将来的には各種 DB 等と連携し、近くでかざす

だけでその他の情報を表示することも予想され、

さらなる有効利用が期待されるところである

（図.4）。 

 

 

 

 

 

 

 

図.4 将来的なイメージ 

 

４．おわりに 

本稿では、道路工事完成図等作成要領、およ

び道路基準点整備の概略のみを示したが、これ

らにより、直轄国道の図面や基準点を骨格とし

て、関係する様々な道路管理主体が整合して基

盤地図情報を構築できる環境の提供が期待され

る。さらには、これらの環境整備が益々広がっ

ていくことを願う次第である。 

 

国土交通省 国土技術政策総合研究所 

高度情報化研究センター 情報基盤研究室 

布施 孝志 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

 国・地方公共団体 

民間企業・大学等（研究機関） 

公共事業体（ガス・水道等） 

                   道路基準点 （精度の高い位置情報・継続的に一定の品質を確保）

道路平面図 

都市計画図 

住宅地図 

航空写真 

道路基準点 

GIS ﾃﾞｰﾀ基盤 

GIS ﾃﾞｰﾀ基盤 

GIS ﾃﾞｰﾀ基盤 

・CALS/EC の推進 

・防災、災害対策の支援 

・施設や占用物の管理 

・システム間連携 

・研究、評価、分析に利用

・ライフサイクル管理 

・設備管理 

・他設備との重ね合わせ 

各種データ 

各種データ 

各種データ 

［効果］○業務の効率化（支援） ○コスト縮減 ○データの高度利用 

GIS データ基盤作成 

（異なる図面の標定） 

図面の標定 

(図面の繋ぎ合わせ)

道路基準点 

道路基準点 

○当面 ○将来

Webからの情報取得だけでなく、現地でリーダを
近づければ、緯度・経度等情報を取得可能。

一般利用者も簡単にアクセスでき、緯度経度情報を
通じ、様々なDBと連携し周辺情報を取得可能

道路管理者

一般道路利用者

ノートPC PDA

・路線番号

・地点標名称

・緯度○○／経度○○

・標高

・ＵＲＬ

・路線番号

・地点標名称

・緯度○○／経度○○

・標高

・ＵＲＬ

ICタグリーダ
画面表示イメージ

国道○○号線 △△kp

＜周辺地図＞ ＜施設情報＞

現在地

＜詳細情報＞

詳細な地図

観光情報

避難所情報

周辺路線報
kp

＜駐車場情報＞

現在地

国道○○号線 △△kp

＜周辺地図＞ ＜施設情報＞

現在地

＜詳細情報＞

詳細な地図

観光情報

避難所情報

周辺路線報
kp

＜駐車場情報＞

現在地
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□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

■利用事例 

新潟県中越地震 

公共下水道復旧工事におけるVRS活用事例 

 

平成 16 年の新潟県中越地震の公共下水道復旧

工事での事例について､ご紹介致します。 

 

【 作業の諸言 】 

・目的 ： 変位したﾏﾝﾎｰﾙ標高の調査 

・標高精度 ： ±20mm以内 

・近傍の各基準点  ： 電子基準点以外停止中 

・準拠する作業規程： 無し 

・観測 ： VRS-RTKによる10 ｴﾎﾟｯｸ 1 ｾｯﾄ 

・使用機器 ： GPS(VRS-RTK)､ﾚﾍﾞﾙ､TS 

※1 ﾚﾍﾞﾙ、TSでVRS不可能なｴﾘｱを補完 

※2 FIX待ち時間の目安を2分以内とし 

    それ以上はﾚﾍﾞﾙ､TS観測 

 

【 作業区域の諸言 】 

・地区     ： 旧 越路町(現 長岡市) 

・調査総数   ： 487点 

・調査区域面積 ： 約1,800ha 

・調査路線総延長： 約21km 

・工期     ： 1週間 

・通信ｴﾘｱ    ： 調査区域のほぼ100% 

 

・地区     ： 旧 堀之内町(現 魚沼市) 

・調査総数   ： 350点 

・調査区域面積 ： 約1,200ha 

・調査路線総延長： 約16km 

・工期     ： 3日 

・通信ｴﾘｱ    ： 調査区域の約90% 

 

【 作業結果 】 

旧 越路町(現 長岡市) 

・外業日数    ： 5日間(GPS1台2名) 

・VRS観測数   ：  367点(全体の75%) 

・ﾚﾍﾞﾙ､TS観測数 ： 120点(全体の25%) 

・ﾚﾍﾞﾙ､TSとの結合差(標高) ： 20mm以内 

 

旧 堀之内町(現 魚沼市) 

・外業日数    ： 2日間(GPS2台2名) 

・VRS観測数   ： 253点(全体の72%) 

・ﾚﾍﾞﾙ､TS観測数 ：  97点(全体の28%) 

・ﾚﾍﾞﾙ､TS との結合差(標高) ： 20mm 以内

 

【 考察 】 

諸言からもお解りいただけると思いますが非常に

厳しい条件下での作業となりました。 

しかし､VRS の活用により要求されるｽﾋﾟｰﾄﾞと精

度を両立する事ができました。これにより広域ｴﾘｱ

または有事におけるﾈｯﾄﾜｰｸ型RTKの有効性が実証さ

れたと考えております。 

ただ､いずれの作業においても工期短縮､効率化を

念頭に､現場に応じて複数の観測手法を取捨選択す

る事が肝要ではないでしょうか。 
 

 
 

【 課題 】      

①GIS化 

 両地区とも台帳管理は紙ﾍﾞｰｽでした。 

 旧越路町においては諸事情により､未踏査のまま､

1/10000図面2枚・1/500図面121枚をもとに実測

を敢行。 

有事はもとより､日常業務の効率化の為､ｼｰﾑﾚｽな

環境構築が課題と感じました。 

  

②後処理技術の活用 

 ﾘｱﾙﾀｲﾑ測位は一定の条件を満たす必要があります。

その条件を満たす事ができない時､後処理技術で

補足が可能です。 

 「ﾘｱﾙﾀｲﾑﾃﾞｰﾀの活用」という観点から後処理技術

の啓蒙､推進も必要と思います。 

  

③移動体計測技術の確立､活用 

 本件では車両が通行不可能な場所も相当ありまし

たが､広域ｴﾘｱの調査においては今後、移動体計測

の必要性が出てくると思います。 

協議会員様の更なる研究開発に期待しております。 

 

金井度量衡 株式会社 

第一事業部 GPS担当 ： 吉田 雄一 

 

 －協力－ 

旧越路町役場建設課・堀之内町役場下水道課 

中日本建設コンサルタント 株式会社 

有限会社 やまと技術・株式会社 ジットー  旧堀之内町 観測写真 

旧越路町 VRS観測ｴﾘｱ 



 

 
 
 - 7 - 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

■利用事例 

新潟県工業用水道台帳整備に伴う 

VRS活用事例とGIS化への取り組み 

 

前項での事例をふまえ､工業用水道管理の効率

化におけるVRSの活用とGIS化への取り組みをご

紹介致します。 

 

【 作業の諸言 】 

・目的：工業用水道管路設備の座標化により 

    保守､維持管理の効率化を図る 

・測定対象：人孔､弁筺(べんきょう)等の 
管路設備 

・測定総数：399点(私有地は含まず) 

      全点写真撮影 

・測定区域総面積：約3,400ha(3区域) 

        ※ほぼ100%通信圏内 

・測定路線総延長：約50km(3区域) 

・参考ﾏﾆｭｱﾙ : ﾈｯﾄﾜｰｸ型RTK ﾏﾆｭｱﾙ(案) 

     単点観測(星測点)ﾏﾆｭｱﾙ(富田林市) 

・観測：VRS-RTKによる10 ｴﾎﾟｯｸ 1 ｾｯﾄ 

    及び後処理ｷﾈﾏﾃｨｯｸ 5s､60 ｴﾎﾟｯｸ 1 ｾｯﾄ 

・精度：XY=±20mm以内､H=±30mm以内 

    完成検査にて精度検証 

・使用機器：地理院認定1級GPS測量機1台 

・資料：1/10000配管系統図､ 

1/100～1/1000詳細図､写真台帳 

・工期：H18年11月7日～H19年1月15日 

    ※ﾃﾞｰﾀ整理､完成図書作成含む 

 

【 作業結果 】 

・外業日数(延べ)：10日間(GPS1台2名) 

         ※安全補助員含まず 

・総観測数：395点(全体の99%) 

※内訳：VRS-RTK観測数：390点 

後処理ｷﾈﾏﾃｨｯｸ数：5点 

       測定不可：4点(写真撮影のみ) 

・完成検査：問題なし 

 

【 考察 】 

 この事例においても広域ｴﾘｱでﾈｯﾄﾜｰｸ型 RTK が活

躍しました。本件では観測した座標ﾃﾞｰﾀを維持管理

に使用する為､精度はもとより､復元性が重視されま

した。その為には従来方式で見られたような基準点

の経年変化による精度劣化は避けなければなりませ

ん。電子基準点を利用した測位は本件に適していた

と考えます。 

また､後処理ｷﾈﾏﾃｨｯｸを行った箇所においても 

精度が保たれていた事は､ﾘｱﾙﾀｲﾑ測位を補足する方

法として､良い事例になりました。 

 

【 作業効果～展望 】 

 今回､管路設備を座標化した事により道路工事な

どでｱｽﾌｧﾙﾄに隠れてしまった設備を探す事が容易に

なり工務作業が効率化したとともに､GIS がより実

務的なものに発展しました。 

この事からも各種ﾗｲﾌﾗｲﾝをはじめとする埋設物の

座標化の重用性がわかります。 

今後も､様々な場面を想定し、よりﾕﾋﾞｷﾀｽな環境構

築､有事に強い環境構築を目指し､GIS 化を推進して

まいります。 

 

 
 

 

 
 

 

    
 

 

金井度量衡 株式会社 

第一事業部 GPS担当 ： 吉田 雄一 

 

－協力－ 
株式会社 ナカノアイシステム 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

観測ｴﾘｱ(一部) 

台帳管理(ｲﾒｰｼﾞ) 

ﾓﾊﾞｲﾙGISによる維持管理(ｲﾒｰｼﾞ) 
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□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□  

■国土地理院ニュース 

  
 国土地理院では、平成１４年７月の「東南海・南海地震に係る地震防災の推進に関する

特別措置法」の公布を受けて、東南海・南海地震防災対策推進地域へ電子基準点を東海地

域の観測体制と同等（点間約10～15km）に増設することとしている。  
 増設計画は５３点とされており、平成１５年度～平成１７年度までに３１点設置されて

いる。（図：参照）  
 平成１８年度は２点増設（写真）したが、日々の座標値、観測データ（RINEXﾌｧｲﾙ）等

のWeb公開と同時にリアルタイムデータの提供も１２月１日を予定している。  
 平成１９年度の増設５点は発注済であり、工事の完成は２０年３月となっている。ただ

し、設置場所の影響で内２箇所（安芸２、御浜）は、リアルタイムデータの取得ができな

いため、リアルタイムのデータ提供は３点（那賀、みなべ、那智勝浦３）のみとなる。  
 なお、現時点の計画では、平成２２年度までに残りの１５点を設置する予定である。  
  
 １．平成１８年度設置  
  ・伊勢 No.061148 
       住所：  三重県伊勢市神田久志本町1645        倉田山中学校  
  ・南伊勢 No.061149   
       住所：三重県度合郡南伊勢町田曽浦3798-1      南伊勢町民グランド  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

伊 勢 （ Ｎ ｏ ．06 114 8）

南伊勢（Ｎｏ．061149）
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 ２．平成１９年度設置（発注済：平成２０年３月完成予定）  
  ・安芸２ No.071152 
    住所：高知県安芸市畑山乙381  畑山小中学校跡地  
 ・那賀 No.071153  
      住所：徳島県那賀郡那珂町木頭折宇字六地蔵89    北川小学校  
 ・みなべ No.071154 
      住所：和歌山県日高郡みなべ町山内字小目津364番10     小目津公園  
 ・那智勝浦３ No.071155 
    住所：和歌山県東牟婁郡那智勝浦町宇久井214  宇久井小学校    
 ・御浜 No.071156  
    住所：三重県南牟婁郡御浜町大字阿田和888  寺谷総合公園 

 

                       図：電子基準点配点図（東南海・南海地域）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



 

 
 
 - 10 - 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□

■ 図書紹介 

 

●［図説］ＧＰＳ ―測位の理論― 

  

ＧＰＳの基本的な測位原理：何故位置が求ま

るのか、求まる位置座標はどのようなものなの

かについてやさしく説明している。単独測位か

らネットワーク型 RTK-GPS までテーマごとに文

章と図表の見開きの頁で分りやすく解説。 

 

西 修二郎 著    Ｂ５判 １１６頁 

定 価 2,000 円 (税込)  送 料 440 円  

発行者 社団法人日本測量協会 

（平成 19 年 7 月 19 日刊行） 

 

 

● 改訂版 ＧＩＳワークブック 

 

ＧＩＳ入門書「ＧＩＳワークブック」の改訂

版。基礎的な内容は保ちつつ「ＧＩＳデータの

モデルと構造」「データベースとその管理」「Ｇ

ＩＳに必要なハードウェアとソフトウェア」「応

用事例」の章を時代に合わせて改定した。 

 

村井俊治・布施孝志 著  Ａ４判 １１８頁 

定 価 2,500 円 (税込)   送 料 440 円 

発行者 社団法人日本測量協会 

（平成 19 年 11 月 6 日刊行） 

 

 

 

□□□□□□□□□□□□□□□□□□□□ 

■ 新入会員紹介 

 

株式会社日豊 （神奈川県） 
 

有限会社 VRS 神奈川 （神奈川県） 
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